
部名称 課名称 事業名称
令和8年度
要求額
（千円）

令和8年度
最終査定額
（千円）

頁

都市計画部 都市景観課 まちなみ再生事業 574 1

都市計画部 都市景観課 良好な景観の形成 14,135 3

都市計画部 都市景観課 公共施設等サイン管理 8,752 5

交通部 交通政策課 総合交通体系調査 46,172 7

交通部 交通政策課 路面電車活性化事業 36,396 9

交通部 交通政策課 交通バリアフリー化整備促進事業 234,167 11

交通部 交通政策課 公共交通利用促進事業 561,770 13

交通部 交通政策課
バス運行事業（路線バス網再編等対
策補助事業）

26,517 15

交通部 交通政策課
バス運行事業（美原区域路線バス運
行事業）

162,357 17

交通部 交通政策課
バス運行事業（堺市乗合タクシー運行
事業）

73,656 19

交通部 交通政策課
バス運行事業（堺市立総合医療セン
ター線運行事業）

12,285 21

交通部 交通政策課 鉄道施設耐震補強事業 8,334 23

都市整備部 都市整備推進課 密集住宅市街地整備事業（新湊地区） 132,038 25

都市整備部 拠点整備課 都市再開発等推進事業 37,564 27

都市整備部 都心未来創造課 都心整備管理事業 29,079 29

都市整備部 都心未来創造課 臨海部整備推進事業 15,664 31

都市整備部 都心未来創造課 臨海部整備推進事業管理経費 44,342 33

住宅部 住宅施策推進課 住宅専門家相談事業 528 35

住宅部 住宅施策推進課 分譲マンション管理・再生促進事業 10,023 37

住宅部 住宅施策推進課 空き家対策推進事業 36,000 39

その他事業一覧



部名称 課名称 事業名称
令和8年度
要求額
（千円）

令和8年度
最終査定額
（千円）

頁

その他事業一覧

住宅部 住宅管理課 転用敷地処分事業 10,713 41















局 部 課

3 年度

9

10

実績値 - -

目標値の設定根拠・算出方法 都心交通のあり方検討に必要となる会議の開催回数として設定

目標値の設定根拠・算出方法 広域に関する調査と地域に関する調査の両データに基づいて、施策立案を行うため。

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和6年度 令和7年度 令和8年度

都心交通に係る検討会の開催 回

目標値 - -

達成率 - -

当該指標を選定した理由
都心交通のあり方について学識経験者の意見を踏まえ検討を行うため、検討会の開催回数を指標として設

定

3

当該指標を選定した理由
持続可能な社会の実現に向けた公共交通体系を構築するため、社会情勢の変化等に対応した交通施策

に係る調査・実施を指標として設定

達成率 100% 100%

交通施策に係る調査・実施 件 実績値 1 2

1目標値 1 2 2

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和12年度 

主な支出先 建設コンサルタント会社等

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載
-

5 事業の実施主体 本庁

6 事業の対象 

7 事業の目的 

広域的な公共交通網から市民の生活圏の交通に至る総合的な公共交通体系の形成や公共交通の利用促進など本

市の公共交通のあり方について検討し、交通施策の具体化を図ることにより、持続可能な社会の実現に向けた公共交

通体系を構築する。また、都心エリアを取り巻く将来の社会環境や都市環境の変化を見据え、人中心で安全かつ快適

に移動でき、都心の活力につながる都心交通のあり方を検討する。

8

事業内容 

事業開始年度 令和 4 点検対象年度 令和 12 年度

実施根拠 交通政策基本法（H25.12）、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（H19.5)、道路法、駐車場法、堺

市建築物における駐車施設の附置等に関する条例（根拠法令、条例等）

2 関連計画 堺市地域公共交通計画

無 現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

有 現状値 64,500人/日（2025年度） 目標値 68,400人/日（2030年度）

有・無 ゴール ゴール⑾住み続けられるまちづくりを ターゲット 11.3

有 取組 堺市都市計画マスタープランに基づく各エリアの特色を活かした都市整備の推進

寄与

する

KPI

有・無 指標名 都心エリアの歩行者通行量

有 取組の方向性 ③便利・快適で脱炭素化に資する移動環境の構築

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2030

施策

との

関連

有・無 戦略 4.人や企業を惹きつける都市魅力 ～Attractiveness～ 施策 (2) 多様な人が集い交流する魅力的な都心エリアの形成

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

Ⅰ．基本情報

事務事業名 事業番号 017-012

担当部署名 建築都市 交通 交通政策

令和8年度　事務事業予算要求シート（1）
要求区分 新規・拡充

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検対象年度

事業の概要

持続可能な社会の実現に向けた公共交通体系を構築するため、パーソントリップ調査等の交通調査の実施、公共交通

の利便性向上、交通施策や関連事業の推進に取り組む。

■R8年度の実施予定

・物資流動調査の本体調査の実施及びデータの集計

・都心交通のあり方の検討に係る学識経験者による検討会の設置、将来像の設定および課題抽出

・駐車場整備計画や附置義務条例の見直し

公民連携・協働事業 -

Ⅱ．事業の目標

堺市民等、駐車場整備地区内で1,000㎡以上の建築物
対象数 単位

約81万 人

総合交通体系調査

7



）

15

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R7まで

R9以降

・物資流動調査に係る基礎集計、現状分析、課題分析、物流施策の検討、施策メニューの提言、調査結果の利活用

検討

・都心交通の将来像の実現に向けた方針検討、都心交通のあり方とりまとめ

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント

・令和6年度より近畿圏物資流動調査（調査から結果分析等を含め5年間予定）を開始し、令和8年度は本体調査

の実施及びデータの集計を行う。

・なにわ筋線の開業や南海高野線の連続立体交差事業、堺都心未来創造ビジョンに基づく取組の進捗などにより、長

期的には道路交通や人流など都心部の交通環境が変わることから、将来に向けて、それら変化を見据えた概ね20年後

の都心交通のあり方を検討する。

・駐車場整備計画や附置義務条例の見直しに向け、堺市駐車場整備連絡協議会を実施する。

・物資流動調査における事前調査の実施、本体調査の全体計画及び調査内容の検討

・駐車場整備計画や附置義務条例の見直し検討

・移動実態を踏まえた公共交通施策の検討

R8

・物資流動調査の本体調査の実施及びデータの集計

・都心交通のあり方の検討に係る学識経験者による検討会の設置、将来像の設定および課題抽出

・駐車場整備計画や附置義務条例の見直し

期間 R　　～　　R 要求額

債務負担行為 （単位：千円）

その他
R7 予算

R8 予算 399 399 R8 予算

R7 予算 0 0

R8 予算 27,109 27,109 R8 予算

都心交通のあり方検討委託料等

【新規】

R7 予算 0 0 R7 予算

公共交通施策検討委託料
R7 予算

R8 予算 0 0 R8 予算

R7 予算 5,000 5,000

R8 予算 16,515 11,015 R8 予算

駐車場施策関連事業
R7 予算 3,180 3,180 R7 予算

R8 予算 2,149 2,149 R8 予算

事業費
うち

一般財源

予算

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

近畿圏交通実態調査データ整備・

課題分析等委託料等

R7 予算 4,516 3,016

一般財源 11,555 9,802 2,421 11,196 40,672

受益者負担金(使用料、手数料等）　

その他（

市債

事業費  (a) 14,195 13,468 3,502 12,696 46,172

13

項　　　目
令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金 2,640

Ⅲ．令和8年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和8年度

3,666 1,081 1,500 5,500

府支出金　

R7

事務事業名 総合交通体系調査 事業番号 017-012

令和8年度　事務事業予算要求シート（2）

8






































































